
（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

総事業費 国費
※Ｆを除く

県費 その他 一般財源 臨時交付金

473,008,953 7,268,000 272,204,267 0 0 193,536,686

1 1
えびの消防署感染症対
策負担金事業

企画課

①感染症患者接触に対するリスク軽減のため、
えびの消防署換気施設及び洗面台を改修するも
の。
②えびの消防署の換気施設及び洗面台改修に伴
う負担金
③西諸広域行政事務組合

3,190,000 0 0 0 0 3,190,000 Ｒ3.12 Ｒ4.3

西諸広域行政事務組合えびの消
防署職員の新型コロナウイルス
感染対策として、換気施設及び
洗面台改修工事を行うための負
担金を支出した。
【経費内訳】
負担金3,190,000円

①救急業務及び消防業務に支障を生じさ
せないため、感染対策として施設をロス
ナイ換気へ改修するとともに、洗面台水
道を非接触型に改修した。
②署員それぞれの感染対策と併せた施設
の感染対策を講じることにより、火災や
救急搬送など非常時の対応に備えること
ができた。

①西諸広域行政事務組合全体
での取組ができなかった。
②感染状況は落ち着いている
ので、各消防署及び分遣所の
状況を踏まえて対応を検討す
る。

2 2 行政デジタル推進事業 企画課

①平時での行政事務の電子化による効率化や情
報共有、新型コロナウイルス感染症対策及び災
害発生時の迅速な情報共有並びにテレワーク勤
務の推進を図るもの。
②無線環境構築委託料、映像機器類購入費、
ノートパソコン50台
③えびの市

12,076,218 0 0 0 0 12,076,218 Ｒ3.12 Ｒ4.3

行政事務の効率化や迅速な情報
共有等を図るため、会議室の無
線環境構築や映像機器を購入し
た。
【経費内訳】
無線環境構築：121,000円(無線
ルーター2台)
映像機器：5,698,000円(3台)
モバイルノート：6,257,218円
(30台)

①テレワーク環境の整備により、分散勤
務・在宅勤務の導入が可能となった。
②職員の外出抑制やリモート会議及び
ペーパーレス会議の促進につながり対面
による感染リスクの回避・感染防止が図
られた。

①庁内の無線環境整備が必
要。
②更新予定のLGWAN端末のモ
バイル化・ペーパーレス会議
を推進する。

3 3
避難所用テント購入事
業

基地・防災対
策課

①災害時の避難所における新型コロナウイルス
感染症感染防止対策として、体調不良者等の居
住スペースを確保するため、避難者用テントを
整備するもの。
②避難者用テント200張
③市内各避難所

1,859,000 0 0 0 0 1,859,000 Ｒ4.1 Ｒ4.3
避難者用テント200張を購入し
た。

①②テントを整備したことにより、避難
所における体調不良者及び他の避難者の
安心の確保を図ることができた。

①整備後の保管場所の確保
②災害時にスムーズに活用で
きるよう定期的な点検が必要
である。

4 4
避難所用公衆無線ＬＡ
Ｎ環境整備事業

基地・防災対
策課

①災害時に、電話回線が利用できない場合で
も、避難者等がインターネットを活用し、災害
情報のほか新型コロナウイルス感染症の情報な
どを収集することができるよう、wifi環境を整
備するもの。
②wifi環境整備事業委託料
③市内指定避難所

11,470,800 7,268,000 0 0 0 4,202,800 Ｒ3.10 Ｒ4.3

指定避難所8か所にアクセスポ
イント15台を設置した。（市民
体育館・保健センター・防災食
育センター・文化センター・飯
野駅前地区体育館・飯野地区コ
ミュニティセンター・上江地区
体育館・老人福祉センター）

①②各指定避難所において、よりスムー
ズにインターネットを通じた災害情報や
新型コロナウイルス感染情報などの情報
収集や通信手段を確保することができ
た。

①特になし
②定期的な点検が必要であ
る。

5 7
アウトドアアクティビ
ティ広報事業

観光商工課

①コロナ禍で打撃を受けた本市の観光事業につ
いて、アウトドアステーションを拠点に取り組
むクロスバイクやｅ-バイクのレンタサイクル
といったアウトドアアクティビティをはじめ、
本市が取り組む観光推進の取り組みを、テレビ
やラジオを活用し広く情報発信するもの。
②番組制作費
③番組制作会社

7,920,000 0 0 0 0 7,920,000 Ｒ3.11 Ｒ4.3

　影響力の高いテレビを通じ
て、本市の観光をはじめとする
地域活性化に向けた取組や地域
の素材、人、特産品を紹介し、
本市への誘客につなげることを
目的に、5分間の紹介番組を13
回分制作し放送した。

①効果・成果／R4.12.7（火）の第1回放
送から毎週火曜18:55からの5分間の本市
紹介番組を、R4.3.1（火）までの間、全
13回にわたり放送した。
②検証／コロナ禍で打撃を受けた本市の
観光産業の活性化に繋げることができ
た。

①放送後のアンケートでは、
コロナが落ち着いたら本市を
訪れたいという意見を多く頂
いたが、放送により本市への
誘客に実際どの程度影響が
あったかの測定が難しい。
②年間を通した本市の紹介と
しては不十分であるが、本市
の魅力を紹介する材料とし
て、今後の観光ＰＲに活用し
ていく。

6 8
事業者収入減対策事業
補助金

観光商工課

①宮崎県知事が発令した緊急事態宣言の発令期
間において、外出自粛及び会食制限等の影響を
受け、期間中の収入が減少した商工業者に対
し、商工会を通じて支援を行うことにより、事
業の維持、継続を図るもの。
②商工会への補助金
③えびの市商工会

13,235,982 0 0 0 0 13,235,982 Ｒ3.7 Ｒ3.10

　新型コロナウイルス感染症感
染拡大により売上高が減少して
いる事業者に対し、商工会を通
じて減収事業者対策支援金を交
付することで、事業の維持及び
継続を図った。
【経費内訳】
商工会補助金：13,253,982円

①効果・成果／91事業者に対し支援金を
支給した。
②検証／支援金を支給することにより、
事業者の事業継続を図ることができた。

①多くの事業者が影響を受け
ていることから、事業の周知
方法等が課題である。
②支援対象の把握など商工団
体等と連携を図りながら事業
者支援を行っていく。

7 9
プレミアム付商品券発
行事業補助金

観光商工課

①市民の応援消費を促すための消費喚起策とし
て、県のみやざき応援消費活性化事業を活用
し、30％のプレミアムを付与するプレミアム付
商品券発行事業に対し補助を行うもの
②商工会への補助金
③えびの市商工会（住民基本台帳に記載されて
いる全市民）

32,923,367 0 14,123,000 0 0 18,800,367 Ｒ3.4 Ｒ4.2

　低迷する市内経済を安定的な
成長軌道へ戻すための消費喚起
策として、県が15％、市が15％
のプレミアムを付与する「プレ
ミアム付商品券発行事業」の実
施に対し補助を行った。
【経費内訳】
商工会補助金：29,217,438円

①効果・成果／商品券（1冊10,000円）
を8,984冊販売し、全加盟店共通券　160
店舗、地元企業応援147店舗での利用が
あった。
②検証／商品券が利用されることによ
り、市内の消費喚起につながり感染症の
影響が緩和された。

①行政事務連絡文書、新聞折
込で広報を行っているが、一
部の世代に対し周知が図られ
ていない。
②商工会と連携して、事業者
及び利用者にとって有益な事
業となるよう実施していく。

8 10 宿泊応援クーポン事業 観光商工課

①観光客の減少に伴う市内宿泊施設への宿泊を
促進するため、県民宿泊者を対象として、市内
で利用可能な3,000円のクーポン券（商品券
6,000セット）を配布するもの。
②クーポン券3,000円×6,000セット及び事務
費、消耗品費
③市内の宿泊施設に宿泊した宮崎県民

14,181,599 0 0 0 0 14,181,599 Ｒ3.11 Ｒ4.3

　観光客の減少を受けての対策
として、市内宿泊施設の利用者
で1泊以上宿泊した者1名につ
き、3,000円分の「田の神さあ
商品券」を交付し、市内宿泊施
設への誘客を促進するととも
に、相乗効果により市内商工業
者の支援と地域経済の循環を
図った。

①効果・成果／3,000円分の商品券を
4,329セット交付した。
②検証／市内宿泊施設の利用促進と、市
内の消費喚起につながり感染症の影響が
緩和された。

①令和3年12月1日より事業を
実施したが、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大により
予定していた期間より短い期
間での実施となった。
②宿泊施設に限定した支援か
ら、商工会と連携して、事業
者及び利用者にとって有益な
事業となるよう実施してい
く。

合計　

令和３年度　えびの市新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証
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事業
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①効果・成果（数値等具体的に記入）
②検証（評価）

課題等
①事業実施の中での課題等
②今後の方向性

№

計
画
書
№
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の名称

所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当した経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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№
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9 11
アウトドアイベント企
画事業

観光商工課

①コロナ禍における観光客の趣向の変化によ
り、アウトドアイベント（トレッキングツ
アー、SUP体験、ガイド養成ツアーなど）等を
企画、実施し、アウトドアの普及推進と誘客に
つなげる取組みを行うもの。
②アウトドアビジターセンター管理業務委託料
③アウトドアビジターセンター指定管理者

261,900 0 0 0 0 261,900 Ｒ3.4 Ｒ4.3

　コロナ禍における観光客の趣
向の変化にあわせ、アウトドア
イベント等を企画、実施するこ
とでアウトドアの普及推進と、
本市への誘客増に繋げること
で、地域経済、観光産業の活性
化を図った。

①効果・成果／トレッキングやサイクリ
ング等、21のイベントを企画、実施し、
約150人の参加をいただいた。
②検証／アウトドアシティえびのの推進
と、コロナ禍で打撃を受けた本市観光産
業の活性化に繋げることができた。

①新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により当初予定し
ていたすべての企画を実施す
ることはできなかった。
②一年間を通したイベントの
企画実施に努め、アウトドア
シティえびのの推進と、本市
への誘客増を目指す。

10 12 観光ＰＲ事業 観光商工課

①コロナ禍で落ち込んだ地域の活性化につなげ
るため、地元ラジオ局の番組である「んダモシ
タン西諸Radio」で、西諸地域の観光、歴史、
方言等をPRするもの。
②
③ローカルラジオ局

231,000 0 0 0 0 231,000 Ｒ3.9 Ｒ4.3

　ラジオを通じて、本市を含む
西諸地域の観光をはじめとする
情報を発信することで、西諸地
域及び本市への誘客につなげる
ことを目的に、30分間の西諸地
域応援番組へ協賛し、西諸地域
の活性化を図った。

①効果・成果／R3.9.4（土）の放送分か
ら毎週土曜14:00からの30分間の西諸応
援番組を協賛することにより地域のＰＲ
をおこなた。
②検証／コロナ禍で打撃を受けた本市を
含む西諸地域の活性化に繋げることがで
きた。

①放送により本市への誘客に
実際どの程度影響があったか
の測定が難しい。
②本市だけでなく、西諸地域
一体となってのＰＲによる相
乗効果が期待される。

11 17
小中学校新型コロナウ
イルス感染症対策事業
①

学校教育課

①新型コロナウイルス感染症対策に係る消毒液
及びハンドソープを購入するとともに、感染リ
スクを低減を図るため、各学校の水道につい
て、ハンドルレバーへ取り替えを進めるもの。
②消毒液、ハンドソープ、ハンドルレバー等の
消耗品費
③市内小中学校

1,904,033 0 0 0 0 1,904,033 Ｒ3.4 Ｒ4.3

各学校において、感染症対策に
係る消毒液及びハンドソープな
どを購入し、感染のリスクを軽
減に努めた。また各学校の状況
に応じて、手洗い場の蛇口をハ
ンドルレバーに切り替えた。

①感染用対策消耗品
小学校：623,092円　中学校：761,496円
ハンドルレバー取替
小学校：374,222円　中学校：145,607円
②各学校において、感染対策を行うこと
により、集団感染等の軽減に努めること
ができた。

①ハンドルレバーの設置に伴
い、児童の握力低下等になら
ないような活動も取り入れる
必要がある。
②新型コロナウイルス感染症
については、減少傾向にある
が、引続き感染対策には配慮
する必要がある。

12 18
小中学校新型コロナウ
イルス感染症対策事業
②

学校教育課

①新型コロナウイルス感染症対策に係る非接触
式検知器を購入し、各学校において感染対策を
行うもの。
②備品購入費
③市内小中学校

475,200 0 0 0 0 475,200 Ｒ3.4 Ｒ4.3

非接触式探知機を持っていない
学校（小学校3校、中学校3校）
に購入し、各学校の玄関に設置
した。

①非接触式探知機を持っていない学校に
各1台設置
②非接触式探知機を購入し、玄関に設置
したことにより、来校者の感染対及び学
校職員の事務負担軽減につながった。

①故障時の予算等の確保がさ
れていない。
②来校者に関しては引続き非
接触式探知機の使用を進めて
いく。

13 19
スクール・サポート・
スタッフ事業

学校教育課

①教師が児童生徒への指導や教材研究等に注力
できるよう、新型コロナウイルス感染症対策の
消毒作業等のサポートを行うスクール・サポー
ト・スタッフを配置するもの。
②スタッフの費用弁償
③市内小中学校

1,693,000 1,591,000 102,000 Ｒ3.4 Ｒ4.3

教職員が児童生徒への指導や教
材研究等に注力できる体制を整
備するため、スクール・サポー
ト・スタッフを2名配置した。

①（1）飯野小学校1名（条件:19学級以
上の学校がない市町村）
（2）加久藤小兼真幸小1名（条件:11学
級以下の学校）
②スクール・サポート・スタッフの配置
により、教職員の事務負担の軽減及び質
の高い授業の実施ができた。

①配置の継続性が保証されて
いない。業務の明確化がされ
ていない。人材の確保が難し
い。
②業務の明確化等を行い、教
職員の負担軽減や質の高い授
業の実施を目指していく。

14 20
農業制度資金利子補給
事業

畜産農政課

①新型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、県
が制度化している「みやざきの農を支えるひな
た資金（うち経済変動・伝染病対策資金）」の
融資に伴う利子の全部を補給支援するもの。
②利子補給支援
③市内の農畜産業経営体

469,862 234,931 234,931 Ｒ3.4 Ｒ4.3

県が制度化している「みやざき
の農を支えるひなた資金（うち
経済変動・伝染病等対策資
金）」の融資に伴う利子補給を
行った。
利子補給件数：10件

①農業経営に影響を受けている農業者に
対し、必要な経費を迅速に融通した。
②必要な経費を迅速に融通することによ
り、経営の再建及び維持安定を図ること
ができた。

①融資を利用できる金融機関
が少ない
②影響を受ける農業者への周
知徹底を行っていく。

15 22
分散勤務対応基幹系
ネットワーク整備事業

企画課

①分散勤務に対応できるよう、基幹系ネット
ワークの整備を行うもの。
②ネットワーク整備委託料
③えびの市（文化センター）

1,023,000 0 0 0 0 1,023,000 Ｒ3.10 Ｒ3.12

文化センターで基幹系業務が行
えるようネットワーク整備を
行った。
【経費内訳】
ネットワーク整備：1,023,000
円

①②緊急時における分散勤務・代替職場
の環境整備が図られた。

①②有事の際などにおける分
散勤務体制等を明確化する必
要がある。

16 23 LINE情報発信強化事業 企画課

①新型コロナウイルス感染症に係る情報（感染
者の情報や支援策の情報、ワクチン接種に関す
る情報等）を、より速やかに分かりやすく正確
に情報発信するため、LINE公式アカウントの機
能を活用し情報発信の充実を図るもの。
②LINE公式アカウント対応ツール構築委託料、
システム使用料
③えびの市

1,496,000 0 0 0 0 1,496,000 Ｒ3.4 Ｒ4.3

LINE公式アカウントの有効活用
のためのメニュー機能を構築し
た。
【経費内訳】Kanameto構築：
649,000円
システム使用料：847,000円

①②利用者が多いLINEを利用して新型コ
ロナウィルス感染症関連情報等を発信す
ることにより、迅速に的確な情報を届け
ることができた。

①友たち件数の拡充及びブ
ロック防止
②メニュー機能の改修及び発
信情報の拡充

17 24
ホームページ情報発信
強化事業

企画課

①新型コロナウイルス感染症に係る情報（感染
者の情報や支援策の情報、ワクチン接種に関す
る情報等）を、より速やかに分かりやすく正確
に情報発信するため、ホームページのリニュー
アルを行うもの。
②ホームページ構築委託料、レンタルサーバー
使用料（R4.3分）
③えびの市

14,226,300 0 0 0 0 14,226,300 Ｒ3.8 Ｒ4.3

新型コロナウイルス感染症関連
の特設サイトも新規開設し、ス
マートフォンでの最適化表示や
レコメンド機能の追加等を備え
た新たなホームページを構築し
た。
【経費内訳】
ホームページ構築：14,161,950
円
レンタルサーバー使用料：
64,350円

①②新型コロナウイルス感染症関連の特
設サイトを開設することで情報発信の強
化が図られ関連情報を取得しやすくなっ
た。

①検索性のさらなる向上が必
要。
②積極的な情報発信に引き続
き取り組む。
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18 25
地場産品情報発信強化
事業

企画課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市
内の地場産品取扱事業者を支援するため、イン
ターネットを通じて市内の地場産品のPRを行う
もの。
②広告費
③えびの市

3,855,673 0 0 0 0 3,855,673 Ｒ3.11 Ｒ4.3

ふるさと納税返礼品として取り
扱っている市内地場産品の情報
発信のため、楽天ふるさと納税
Ｗｅｂ広告によりＰＲを行っ
た。
【経費内訳】
広告料3,855,673円

①返礼品としての本市の地場産品ＰＲ効
果もあり、ふるさと納税寄附金額は対前
年度比2,606件の増となった。
②検索広告によるニーズに合わせたＰＲ
を行うことにより、潜在的な消費者の掘
り起こしにつながった。

①クリック数に応じた支出で
あるため、予算が見込みづら
い。
②返礼品の状況に応じたＰＲ
方法等を引き続き検討する。

19 27
公共施設用感染防止消
耗品購入事業

①市内公共施設における感染防止及びマスク着
用に伴う熱中症予防のため、消毒薬等の資材を
整備するもの。
②マスクや消毒薬、パーテーション等の消耗品
③市内各公共施設

111,780 0 0 0 0 111,780 Ｒ3.4 Ｒ4.3

市内の公共施設における感染防
止対策のため、マスクや消毒
薬、パーテーション等を購入、
設置したもの。
【経費内訳】
消耗品費111,780円

①②公共施設に感染防止対策用のマスク
や消毒薬、パーテーション等を整備した
ことにより、公共施設における感染防止
対策が図られた。

①②今後も継続した感染防止
対策が必要であるが物によっ
ては不足があり、入手に時間
がかかる可能性もあるため、
計画的な調達が必要である。

20 28
事業者収入減対策事業
補助金②

観光商工課

①宮崎県知事が発令した緊急事態宣言の発令期
間において、外出自粛及び会食制限等の影響を
受け、期間中の収入が減少した商工業者に対
し、商工会を通じて支援を行うことにより、事
業の維持、継続を図るもの。
（R3.8収入減少事業者分）
②商工会への補助金
③えびの市商工会

8,893,597 0 0 0 0 8,893,597 Ｒ3.8 Ｒ3.12

宮崎県知事が発令した緊急事態
宣言の発令期間において、外出
自粛及び会食制限等の影響を受
け、期間中の収入が減少した商
工業者に対し、商工会を通じて
支援を行うことにより、事業の
維持、継続を図るもの。
【経費内訳】
商工会補助金：8,893,597円

①効果・成果／83事業者に対し支援金を
支給した。
②検証／支援金を支給することにより、
事業者の事業継続を図ることができた。

①多くの事業者が影響を受け
ていることから、事業の周知
方法等が課題である。
②支援対象の把握など商工団
体等と連携を図りながら事業
者支援を行っていく。

21 29
事業者収入減対策事業
補助金③

観光商工課

①宮崎県知事が発令した緊急事態宣言の発令期
間において、外出自粛及び会食制限等の影響を
受け、期間中の収入が減少した商工業者に対
し、商工会を通じて支援を行うことにより、事
業の維持、継続を図るもの。
（R3.9収入減少事業者分）
②商工会への補助金
③えびの市商工会

8,262,197 0 0 0 0 8,262,197 Ｒ3.11 Ｒ4.3

宮崎県知事が発令した緊急事態
宣言の発令期間において、外出
自粛及び会食制限等の影響を受
け、期間中の収入が減少した商
工業者に対し、商工会を通じて
支援を行うことにより、事業の
維持、継続を図るもの。
【経費内訳】
商工会補助金：8,262,197円

①効果・成果／110事業者に対し支援金
を支給した。
②検証／支援金を支給することにより、
事業者の事業継続を図ることができた。

①多くの事業者が影響を受け
ていることから、事業の周知
方法等が課題である。
②支援対象の把握など商工団
体等と連携を図りながら事業
者支援を行っていく。

22 30 起業家支援事業 観光商工課

①えびの市起業支援センターを拠点に、イン
キュベーションマネージャーを核として、入居
起業家の自立支援、新型コロナウイルス感染症
感染拡大により影響を受けた市内商工業者の経
営相談等を通じて、市内での事業化の促進と、
市内商工業者の経営支援を行うもの。また、起
業支援センターへの起業家誘致も並行して推進
し、商工会や他の起業家等との連携を図りなが
ら事業を展開するもの。
②起業支援センターへの補助金
③えびの市起業支援センター

12,694,222 0 0 0 0 12,694,222 Ｒ3.4 Ｒ4.3

えびの市起業支援センターを拠
点に、新型コロナウイルス感染
症感染拡大により影響を受けた
市内商工業者の経営相談等を通
じて、市内での事業化の促進
と、市内商工業者の経営支援を
行った。
【経費内訳】
起業支援センター運営補助金：
12,694,222円

①効果・成果／年間663件の経営相談に
対応した。
②検証／経営相談の実施により、事業者
の事業継続及び経営安定につながった。

①経営相談の窓口として、市
内事業者に対し浸透を図るこ
とが課題となっている。
②他の支援機関や商工団体等
と連携を図りながら事業者支
援を行っていく。

23 31
プレミアム付商品券発
行事業補助金②

観光商工課

①外出自粛等の行動制限を伴う県独自の緊急事
態宣言が出され、市内事業者は大きな打撃を受
けたことから、市民の応援消費を促すための消
費喚起策として、30％のプレミアムを付与する
プレミアム付商品券発行事業に対し補助を行う
もの。
②商工会への補助金
③えびの市商工会（住民基本台帳に記載されて
いる全市民）

33,146,017 0 0 0 0 33,146,017 Ｒ3.11 Ｒ4.3

外出自粛等の行動制限を伴う県
独自の緊急事態宣言が出され、
市内事業者は大きな打撃を受け
たことから、市民の応援消費を
促すための消費喚起策として、
30％のプレミアムを付与するプ
レミアム付商品券発行事業に対
し補助を行った。
【経費内訳】
商工会補助金：33,146,017円

①効果・成果／商品券（1冊6,500円）を
17,866冊販売し、全加盟店共通券162店
舗、地元企業応援券165店舗、地元飲食
店応援券54店舗での利用があった。
②検証／商品券が利用されることによ
り、市内の消費喚起につながり感染症の
影響が緩和された。また、タウンメール
利用によって多くの市民に対し周知を図
ることができた。

①プレミアム率の高さから、
購入希望者が多く、希望する
冊数の購入ができなかった。
②商工会と連携して、事業者
及び利用者にとって有益な事
業となるよう実施していく。

24 32
中小企業事業継続支援
事業補助金

観光商工課

①外出自粛及び会食制限等の影響を受け、令和
3年1月以降の収入が減少した商工業者を対象
に、えびの市商工会が実施する中小企業事業継
続支援事業に対し補助を行うもの。
②商工会への補助金
③えびの市商工会

1,650,870 0 0 0 0 1,650,870 Ｒ3.11 Ｒ4.3

外出自粛及び会食制限等の影響
を受け、令和3年1月以降の収入
が減少した商工業者を対象に、
えびの市商工会が実施する中小
企業事業継続支援事業に対し補
助を行った。
【経費内訳】
商工会補助金：1,650,785円

①効果・成果／14事業者に対し支援金を
支給した。
②検証／支援金を支給することにより、
事業者の事業継続を図ることができた。

①今回対象とはならなかった
が、多くの事業者が影響を受
けていることから、支援対象
の設定が課題である。
②支援対象の把握など商工団
体等と連携を図りながら事業
者支援を行っていく。
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25 33
地産地消応援消費対策
事業

畜産農政課

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた農
畜産物の消費回復を図るため、飯野高校生を対
象に応援消費活動を行い、地産地消を通して、
農畜産物への理解醸成を図るもの。
②えびの市畜産振興会への補助金
③えびの市畜産振興会

2,753,336 0 1,553,336 0 0 1,200,000 Ｒ3.10 Ｒ4.3

飯野高校生を対象にえびの産
宮崎牛・豚肉・米・野菜を使用
した特別弁当を提供し、生産者
と意見交換を行い、畜産業及び
地産地消に対する理解醸成を
図った。

①生産者代表と意見交換を行い、畜産業
への理解や実際に生産された食材を食し
たことにより地産地消への理解が深めら
れた。
2回実施（宮崎牛弁当・豚肉弁当）
②弁当の作成を道の駅えびのと協力で
き、素晴らしい地元産食材の弁当を提供
することが出来た。

①畜産農家との意見交換を計
画していたが、新型コロナの
感染拡大により、代表者だけ
の意見交換となった。
弁当作成において、道の駅え
びのの労力負担が大きかっ
た。
②地元産食材に対する理解醸
成が図れたため、今年度で事
業は終了となる。市単独での
実施は難しいため、今後、こ
のような取り組みに活用でき
る交付金等があれば利用して
いきたい。

26 34/35
営業時間短縮要請協力
金

観光商工課

①県の営業時間短縮要請に応じた市内の飲食店
等に対して、営業時間短縮要請協力金を支給す
るもの。
②営業時間短縮要請協力金
③市内に所在し、ガイドラインを遵守している
飲食店等。

283,004,000 0 254,702,000 0 0 28,302,000 Ｒ3.8 Ｒ4.3

　県の営業時間短縮要請に応じ
た市内の飲食店等に対して、営
業時間短縮要請協力金を支給し
た
【経費内訳】
協力金：283,004,000円

①効果・成果／8月分107店舗、9月分107
店舗、1月25日から2月13日分103店舗、2
月14日から3月6日分103店舗に対し協力
金を支給した。
②検証／協力金を支給することにより、
より多くの飲食店が営業時間短縮に応
じ、感染症拡大の防止が図られた。

①営業時間短縮要請が発出さ
れてから短期間での事業実施
となるため事業の周知等が課
題である。
②県や他市町村と連携して今
後も感染症対策と事業者支援
を行っていく。


